
平成30年度食育推進施策
（食育白書）

〔概　要〕



この報告書は、食育基本法（平成17年法律第63号）第15条に規定する「食育の
推進に関して講じた施策に関する報告書」であり、政府が毎年国会に提出しなけれ
ばならないとされているものである。
その内容としては、平成30年度に講じた食育推進施策について整理し、説明して

いる。
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はじめに　食育推進施策の基本的枠組み
1 食育基本法
○○ 食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、現在及び将来にわたる健康で文化的な国民の生活と豊
かで活力のある社会の実現に寄与することを目的として、2005年6月に公布、同年7月に施行。
○○ 食育は、生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべきものと位置付けられるとと
もに、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践する
ことができる人間を育てるもの。

2 食育推進基本計画
○○ 2016年3月には、過去5年間の食育に関する取組の成果と課題を踏まえ、「第3次食育推進基本計画」
を決定。2016年度から2020年度までの5年間を対象とし、食育の推進に当たっての基本的な方針や目
標値を掲げるとともに、食育の総合的な促進に関する事項として取り組むべき施策等を提示。
○○ 基本的な方針として、以下の5つの重点課題を規定。
（1）若い世代を中心とした食育の推進、（2）多様な暮らしに対応した食育の推進、（3）健康寿命の
延伸につながる食育の推進、（4）食の循環や環境を意識した食育の推進、（5）食文化の継承に向けた食
育の推進

3 食育に関する施策の推進体制
○○ 農林水産省は、食育推進基本計画の作成及び推進に関する事務を担っており、食品安全委員会、消費者
庁、文部科学省、厚生労働省等の関係各府省庁等との連携を図りながら、政府として一体的に食育を推
進。
○○ 地域においては、様々な立場の関係者の緊密な連携・協働の下、国民運動として食育を推進。
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３ 食育に関する施策の推進体制 
農林水産省は、基本計画の作成及び推進に関する事務を担っています1。そして、食品

安全委員会、消費者庁、文部科学省、厚生労働省等の関係各府省庁等との連携を図りなが

ら、政府として一体的に食育の推進に取り組んでいます。 
加えて、食育を国民運動として推進していくため、国、地方公共団体による取組ととも5 

に、地域においては、学校、保育所等、農林漁業者、食品関連事業者、ボランティア等の

様々な立場の関係者の緊密な連携・協働の下、食育を推進しています（図表３）。 
 

図表３ 食育推進体制

10 
 
 

                                                  
1 平成 27（2015）年９月に公布、平成 28（2016）年４月に施行された「内閣の重要施策に関する総合調整等に関する機能の強化

のための国家行政組織法等の一部を改正する法律」（平成 27 年法律第 66 号）により、内閣府で担当していた食育推進基本計画の作

成及び推進に関する事務は、平成 28（2016）年４月１日に全て農林水産省に移管されました。 
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第1部　食育推進施策をめぐる状況
特集　健康寿命の延伸につながる食育の推進
1 第3次食育推進基本計画における位置付け
○○ 「健康寿命の延伸につながる食育の推進」を重点課題の一つとして位置付け。

○○ 様々な関係者が主体的かつ多様な連携・協働を図りながら、健康寿命の延伸につながる減塩等の推進や
メタボリックシンドローム、肥満・やせ、低栄養の予防や改善等、食育を推進することが必要。

○○ 本特集では、健康寿命の延伸につながる食育の推進について、現状を分析するとともに、健康寿命の延
伸のために大切な日々の食生活を取り巻く取組を紹介。

健康寿命とは、
「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」。
出典：「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針（平成24年厚生労働省告示第430号）」

2 健康寿命と栄養・食生活に関する現状と取組
（平均寿命の増加分より健康寿命の増加分が上回る）

○○ 平均寿命は、2016年は男
性80.98年、女性87.14年。
2065年は、男性84.95年、
女性91.35年と推計され、今
後も平均寿命は延伸の見込
み。

○○ 健康寿命は、2016年は男
性72.14年、女性74.79年と
延伸。

○○ 2010年より2016年の方
が、平均寿命と健康寿命の差
が小さくなっており、男女と
も、健康寿命の方が増加。

平均寿命と健康寿命の推移

74.7974.79

74.2174.21

73.6273.62

87.1487.14

86.6186.61

86.3086.30

65 70 75 80 85 90

女性

平均寿命 健康寿命

（年）

12.68年12.68年

12.40年12.40年

12.35年12.35年

72.1472.14

71.1971.19

70.4270.42

80.9880.98

80.2180.21

79.5579.55

65 70 75 80 85 90

2016年

2013年

2010年

2016年

2013年

2010年

男性

平均寿命 健康寿命

（年）

9.13年9.13年

9.02年9.02年

8.84年8.84年

資料：�平均寿命：2010年は厚生労働省「完全生命表」、2013・2016年は厚生労働省「簡易生命表」
健康寿命：�厚生労働省「第11回健康日本21（第二次）推進専門委員会資料」
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特集　健康寿命の延伸につながる食育の推進

（栄養バランスに配慮した食生活の実践状況）

○○ 「主食・主菜・副菜を組み合わ
せた食事を1日2回以上ほぼ毎日
食べている国民の割合」は、
2018年度は58.6％（第3次基本
計画の目標：2020年度までに
70％以上）。

「健康日本21（第二次）の中間評価について」

○ 厚生労働省では、2013年4月から、生活習慣病を予防し、
健康寿命の延伸を図ることを目的とした「健康日本21（第二
次）」を開始。5年目に当たる2017年度から中間評価を行い、
2018年9月に報告書を取りまとめ。具体的な目標全53項目
について、達成状況を評価・分析し、目標達成に向け取り組
むべき課題を整理。

○○ 「健康寿命の延伸（日常生活に制限のない期間の平均の延伸）」
や「食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業及び飲食店の登録数の増加」などの32項目は、策定時
のベースライン値と直近値を比較すると改善。

○ 今後、最終評価での目標達成に向けて、国、都道府県、市区町村、保険者、保健医療関係団体、産業界と
いった関係者が総力を挙げ、健康増進に向けた対策の充実強化が必要。

コラム
指標の評価状況
策定時のベースライン値と
直近の実績値を比較

全体
（再掲除く）

a　改善している 32（60.4％）
b　変わらない 19（35.8％）
c　悪化している 1（1.9％）
d　評価困難 1（1.9％）

合計 53（100％）

「食育」ってどんないいことがあるの？ 
～エビデンス（根拠）に基づいて分かったこと～ Part2

○ 農林水産省は、食育分野に詳しい研究者等の協力の下、「朝食を毎日食べること」、
「栄養バランスに配慮した食生活」等に取り組むことでどのようなメリットがある
のかをエビデンス（根拠）に基づき整理したパンフレットを作成。

○○ 「共食をすることは、健康な食生活と関係しています」といったメッセージとと
もに、論文を分かりやすく紹介した研究ノートを掲載。ホームページでは、エビデ
ンス（根拠）一覧も公表。

○ 食育の実践者等に活用いただき、エビデンス（根拠）に基づいたメッセージが、
広く国民に届くように発信。

コラム

パンフレット「「食育」っ
てどんないいことがある
の？Part2」

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上食べている国民の割合 
（年齢階級別）

57.757.7
58.658.6

39.639.6
30.730.7

45.345.3
44.944.9 55.255.2

48.948.9
54.954.9

56.556.5 64.164.1
65.365.3 68.468.4

73.473.4

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

2015 2018 2015 2018 2015 2018 2015 2018 2015 2018 2015 2018 2015 2018
総数 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

ほぼ毎日 週に４～５日 週に２～３日 ほとんどない わからない

（年度）

（％）

資料：農林水産省（2015年度は内閣府）「食育に関する意識調査」
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○○ 主食・主菜・副菜のうち、組み合わせて食べ
られないものを尋ねたところ、副菜（野菜類、
海藻類、きのこ類を主材料とした料理）と回答
した人の割合が最も高い。

○○ 1日当たりの野菜類摂取量の平均値は288.2g
で、「健康日本21（第二次）」において目標と
されている350gは未達成。

○○ 「野菜をたくさん食べるようにすること」を
実践していると回答した人の割合は約8割。

○○ 野菜類摂取量と「野菜をたくさん食べるよう
にすること」を実践していると回答した人の割
合は、いずれも若い世代で低い傾向。

野菜類摂取量の平均値（年齢階級別、20歳以上）

87.7 66.8 78.1 75.9 85.7 95.6 100.9 94.3

200.5
176.0 166.7 181.3 202.8 224.4 219.2 198.5

288.2
242.8 244.8 257.2

288.4
320.0 320.1

292.8

0
50
100
150
200
250
300
350
400

総数 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

緑黄色野菜 その他

（g/日）

資料：厚生労働省「平成29年国民健康・栄養調査」
注：野菜類とは、緑黄色野菜、その他の野菜、野菜ジュース、漬け物

「野菜をたくさん食べるようにすること」を実践している人の割合
（年齢階級別）

78.8

64.9 70.2
79.0 81.9 80.5 82.2

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

総数 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（2018年10月実施）
　注：「いつも実践している」及び「実践している」の合計

住んでいるだけでおのずと健康になれるまちづくり 
「あだち ベジタベライフ ～そうだ、野菜を食べよう～」

○○ 東京都足
あ

立
だち

区
く

では、健康寿命が東京都の平均より短かったこと等から、
2013年度から、「あだちベジタベライフ ～そうだ、野菜を食べよう～」を開
始。

○○ 野菜を食べやすい環境を整えるため、「ベジタベライフ協力店」として、野
菜たっぷりメニューを提供している店舗等を登録。協力店は730店舗まで拡
大（2018年11月30日現在）。

○○ 子供の頃から野菜を食べる習慣を身に付けられるよう、幼稚園・保育所、
小・中学校で「ひと口目は野菜から」の声掛け運動等を実施。

○○ これらの取組により、子供や30歳代男性の野菜摂取量が年々増加。

事 例

「
野
菜
を
食
べ
や
す
い
環
境
づ
く
り
」

を
進
め
ま
し
ょ
う

　糖尿病をはじめとした生活習慣病を予防するために、区では「野菜から食べること」
「野菜を３食しっかり食べること」「野菜をよく噛んで食べること」をすすめています。

足 立 区 の 取 り 組 み

！

野菜を販売している店舗（八百屋、スーパーマーケット など）

野菜の惣菜を販売している店舗（惣菜店、弁当店、コンビニエンスストア など）

野菜たっぷりメニュー（野菜120g以上を目指す）を提供している店舗（飲食店など）

食前ミニサラダなどのベジ・ファーストメニューを提供している店舗（飲食店など）

その他、野菜に関する取り組みを実施している店舗

「ベジタベライフ協力店」とは？

あだち ベジタベライフ ～そうだ、野菜を食べよう～

ベジタベライフ協力店�
募集ポスター
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特集　健康寿命の延伸につながる食育の推進

（生活習慣病の予防や改善のための食育の実践状況）

○○ 「生活習慣病の予防や改善のために、ふだん
から適正体重の維持や減塩等に気をつけた食生
活を実践する国民の割合」は、2018年度は
67.7％（第3次基本計画の目標：2020年度ま
でに75％以上）。

○○ 1日当たりの食塩摂取量の平均値は9.9gで、
「健康日本21（第二次）」で目標としている
8gは未達成。

○○ 「塩分を取り過ぎないようにする（減塩をす
る）こと」を実践していると回答した人の割合
は、6割を超える。

○○ 「食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品
企業の登録数」は、2016年度は103社となり、
目標を達成（第3次基本計画の目標：2020年
度までに100社以上）。

スーパーマーケットの店頭から「おいしく減塩」を発信

○○ ユニー株式会社は、おいしい減塩商品の開発・販売等を実施。
2018年9月までの開発商品は61品目、累計の販売数量は約1
千万個。減塩により使わずに済んだ食塩の量（相対的減塩量）は
約18.5トン（2014年9月～2017年8月）。

○○ 売場では、毎月17日の「減塩の日」に合わせ、店頭に減塩商
品を集めたコーナーを設け、塩分を抑えた料理を提案するなど、
減塩を啓発。

事 例

自社減塩商品を集めた売場

生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持や
減塩等に気をつけた食生活を実践する国民の割合（年齢階級別）

69.469.4
67.767.7

50.050.0
37.737.7

55.155.1
49.049.0 63.063.0

60.860.8
69.069.0

69.569.5 79.379.3
75.975.9

78.978.9
79.579.5

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

2015 2018 2015 2018 2015 2018 2015 2018 2015 2018 2015 2018 2015 2018
総数 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

実践している 実践していない わからない

（年度）

（％）

資料：農林水産省（2015年度は内閣府）「食育に関する意識調査」
　注：�「実践している」は「いつも気をつけて実践している」及び「気をつけて実践

している」の合計
　　　�「実践していない」は「あまり気をつけて実践していない」及び「全く気をつ

けて実践していない」の合計

食塩摂取量の平均値（年齢階級別、20歳以上）

9.9
9.2 9.4 9.5 9.7 10.6 10.4 9.4

0
2
4
6
8
10
12
14

総数 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

（g/日）

資料：厚生労働省「平成29年国民健康・栄養調査」

「塩分を取り過ぎないようにする（減塩をする）こと」を実践し
ている人の割合（年齢階級別、20歳以上）

65.1

37.7
46.0 53.2

66.7
74.7 79.1

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

総数 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（2018年10月実施）
　注：「いつも実践している」及び「実践している」の合計
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3 ライフステージ別の現状と取組
（1）乳幼児・児童・思春期

（子供の朝食欠食は、増加傾向）

○○ 子供のうちに健全な食生活を確立すること
は、生涯にわたり健全な心身を培い、豊かな人
間性を育んでいく基礎。朝食を毎日食べること
は、基本的な生活習慣を身に付ける観点から非
常に重要。

○○ 朝食を欠食する子供（小学生）の割合は、
2018年度は5.5％となり、近年増加（第3次
基本計画の目標：2020年度までに0％）。朝
食を欠食する中学生の割合も、同様に増加。

子供の朝食欠食の状況について

○○ 子供の朝食欠食率は、近年増加。

○○ 過去の調査によると、朝食を食べない理由は、
小学生、中学生とも、「食べる時間がない」、「食
欲がない」の順に多く、それぞれ約4割。

○○ 毎日、同じくらいの時刻に寝ていない小・中
学生の割合も、近年増加。このような小・中学
生ほど朝食欠食率が高い傾向。

コラム

地域の協力を得て、学校で開催する子供食堂「朝ごはんやさん」

○○ 大阪府の子供食堂「朝ごはんやさん」は、週3日、児童に50
円で朝食を提供。朝ごはん作りは、60歳から80歳代までの地域
のボランティアの方が輪番で担当。

○○ 開催場所は授業の前に気軽に立ち寄れる小学校の家庭科室。参
加したことのある在籍児童数は、全児童数の約2割。

○○ 利用者へのアンケート結果によると、約7割の児童が、「朝早
く起きるようになった」と回答。規則正しい生活習慣づくりに貢
献。

事 例

朝食の準備

子供の朝食欠食率の推移

4.8 4.5
3.9 3.6 3.9 3.7 3.9 4.4 4.5 4.6

5.5

8.3 8.0
7.4

6.7 6.3 6.2 6.5 6.6 6.6 6.8
8.0

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

小学生 中学生

（年度）

（％）

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」
　注：1）朝食を「全く食べていない」及び「あまり食べていない」の合計
　　　2）小学6年生、中学3年生が対象
　　　3）2011年度は、東日本大震災の影響等により、調査を実施していない。

毎日、同じくらいの時刻に寝ていない子供の割合の推移

0
2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

小学生 中学生
（年度）

※「毎日、同じくらいの時刻に寝ていますか」という質問に対して、
　「あまりしていない」、「全くしていない」と回答した割合の合計

28.0 27.2 24.9 24.6 22.7 21.1 20.8 20.5 19.9 20.1 23.0

32.6 31.6 30.5 28.6 25.8 25.6 25.7 24.6 24.6 24.3 25.7

20

40
（％）

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」
　注：1）小学6年生、中学3年生が対象
　　　2）2011年度は、東日本大震災の影響等により、調査を実施していない。
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特集　健康寿命の延伸につながる食育の推進

（2）青年期（若い世代）

（若い世代は、健全な食生活の実践状況に課題）

○○ 20歳代及び30歳代の若い世代は、食に関する知識や意識、実践状況等の面で他の世代より課題が多い。
また、これから親になる世代でもあるため、こうした世代が食に関する知識や取組を次世代に伝えつなげて
いけるよう食育を推進。

○○ 40歳以上の方に、20歳代及び30歳代の頃
を振り返ってもらい、当時の健全な食生活の実
践状況を尋ねたところ、現在と比べて、「良
かった」と回答した人の割合が23.3％、「悪
かった」と回答した人の割合が35.8％。

○○ 良かった理由としては、「家に用意されていたから」が5割と最も多い。悪かった理由としては、「健康
への意識が低かったから」と「時間的な余裕がなかったから」がそれぞれ約5割。

身近な情報発信で、大学生の食生活の自立をサポート

○○ 生活協同組合連合会大学生協事業連合では、大学の食堂等を通して、大学生の
食生活の自立を支援。スマートフォンでも使いやすいホームページでは、「ヘル
シー」、「がっつり」などの気分や予算に見合ったメニューの組合せを簡単に検索
可能。また、週ごとの管理栄養士のおすすめメニューを紹介。

○○ インスタ映えする「スキレット簡単レシピ」や忙しい学生のための「カット野
菜を使った簡単レシピ」などのレシピ集を作成するほか、年2回、無料の食生活
相談会を開催。

事 例

20歳代及び30歳代の頃の食生活が悪かった理由

0.7
8.1
2.6
2.8
9.8
11.4
15.3
19.0
20.8

38.2
46.9
49.8

0 20 40 60 80 100
わからない
その他

友人・家族に勧められなかったから
専門家に勧められなかったから

外食やコンビニ等で手軽に取ることができる環境がなかったから
家に用意されていなかったから
経済的な余裕がなかったから

自分で用意することができなかったから
健全な食生活を実践するための知識がなかったから

健康に不安がなかったから
時間的な余裕がなかったから
健康への意識が低かったから

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（2018年10月実施）
　注：1）�40歳以上で、20歳代及び30歳代の頃、朝食摂取や栄養バランスに配

慮した食生活など、健全な食生活の実践状況が現在と比べて、「やや悪
かった」又は「とても悪かった」と回答した人が対象

　　　2）複数回答

20歳代及び30歳代の頃の健全な食生活の実践状況

9.19.1 14.214.2 39.439.4 29.229.2 6.76.7 1.51.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

とても良かった やや良かった 変わらない やや悪かった わからないとても悪かった

（％）

悪かった（小計）35.8良かった（小計）23.3

Q．あなたが20歳から30歳代の頃、朝食摂取や栄養バランスに配慮した食生活など、
　   健全な食生活の実践状況は、現在と比べて、どうでしたか。

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（2018年10月実施）
　注：40歳以上が回答対象（2018年9月30日現在）

20歳代及び30歳代の頃の食生活が良かった理由

2.0
10.8

1.7
3.4
6.8
15.3
19.0
24.1
27.6
32.4

50.0

0 20 40 60 80 100
わからない
その他

専門家に勧められたから
外食やコンビニ等で手軽に取ることができる環境があったから

健康に不安があったから
友人・家族に勧められたから
経済的な余裕があったから

自分で用意することができたから
時間的な余裕があったから

健康への意識が高かったから
家に用意されていたから

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（2018年10月実施）
　注：1）�40歳以上で、20歳代及び30歳代の頃、朝食摂取や栄養バランスに配

慮した食生活など、健全な食生活の実践状況が現在と比べて、「とても
良かった」又は「やや良かった」と回答した人が対象

　　　2）複数回答

レシピ集
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（3）成人期

（20歳から50歳代男性の約5割は、外食等を定期的に利用）

○○ 20歳から50歳代では、外食や持ち帰りの弁
当・惣菜を定期的に利用している者の割合が男
性で約5割、女性で約3割から約4割。

○○ 外食や持ち帰りの弁当・惣菜を定期的に利用
している者は、ほとんど利用していない者と比
べて、主食・主菜・副菜を組み合わせた食事の
頻度が低い傾向。

（25歳から50歳代男性では、1日の約1/3が仕事時間）

○○ 25歳から50歳代の平均的な仕事時間（平日）は、男性では1日の約1/3。1日のうち多くの時間を過
ごす、職場における健康の保持・増進の取組も重要。

○○ 近年、従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、健康管
理を経営的視点から考え、戦略的に実践する「健康経営」※が推進されている。
※「健康経営」は、特定非営利活動法人健康経営研究会の登録商標

賢く食べて健康に！外食・中食・事業所給食で、健康な食事を選択しやすい環境づくり

○○ 「健康な食事・食環境」コンソーシアム※は、外食・中食・事業所給食
で、「健康な食事（スマートミール）」を、継続的に、健康的な空間で、
提供している店舗や事業所を認証する「健康な食事・食環境」認証制度
を創設し、2018年4月から応募を開始。

○○ 「スマートミール」は、科学的根拠に基づく、健康に資する要素を含
む、栄養バランスのとれた食事、すなわち主食・主菜・副菜がそろい、
減塩にも配慮した食事。認証には、メニュー選択時に必要な栄養情報の
提供等も必須。

○○ 2018年9月に、第1回認証を行い、外食部門25事業者（395店舗）、
中食部門11事業者（16,736店舗）、給食部門34事業者（34店舗）を
認証。2019年2月には、第2回認証を実施。
※ 特定非営利活動法人日本栄養改善学会から呼び掛け、趣旨に賛同した生活習慣病

関連学会や「健康経営」推進団体で構成される（2019年2月9日現在、11学会
等）。

事 例

手ごねハンバーグ
ごろっと野菜のトマトソース定食
723kcal　食塩相当量3.4g

野菜重量289g
価格1,100円（税込み）

BRAND GUIDELINES 06

基本カラー

グレースケール

モノクロ モノクロ反転

ロゴマーク　ガイドライン ロゴタイプ　指定カラーについて
RGB・WEB カラー 

※グレースケールは配色が異なりますのでご注意ください。

#f0675a

#73b45f

#fcc86d

#eb690b

#4d4d4d

#4d4d4d

#4d4d4d

#808080

#808080

#b2b2b2

#b2b2b2

※　中食の「べんとう」の場合は，ロゴタイプ（文字部分）を削除し，図形だけで利用してください。

ロゴマーク

外食及び持ち帰りの弁当・惣菜の利用頻度別、 
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事の頻度（性別、20歳以上）

57.557.5
41.041.0

55.955.9
35.535.5

16.916.9
20.520.5

16.116.1
19.219.2

18.118.1
27.527.5

17.917.9
27.927.9

7.57.5
11.011.0

10.110.1
17.317.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
ほとんど利用していない
定期的に利用している

ほとんど利用していない
定期的に利用している

ほとんど毎日 週に４～５日 週に２～３日 ほとんどない
（％）

男性

女性

（主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日に２回以上食べている頻度）
※外食及び持ち帰りの弁当・惣菜を「定期的に利用している者」とは、外食又は持ち帰り弁当・

惣菜のいずれかの利用頻度が週２回以上の者、「ほとんど利用していない者」とは、外食及び
持ち帰り弁当・惣菜のいずれの利用頻度も週１回以下の者である。  

資料：厚生労働省「平成27年国民健康・栄養調査」
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特集　健康寿命の延伸につながる食育の推進

（4）高齢期

（80歳以上の高齢者の約2割は、低栄養傾向）

○○ 健康寿命の延伸に向けて、高齢者に対して
は、個々の高齢者の特性に応じて生活の質
（QOL）の向上が図られるように食育を推進す
る必要。

○○ 65歳以上の高齢者では、低栄養傾向の者の
割合が、男性で12.5％、女性で19.6％。特に、
80歳以上の高齢者では、男女とも約2割が低
栄養傾向。

○○ 「何でもかんで食べることができる」者の割
合と20歯以上歯を有する者の割合は、60歳代
から大きく減少。高齢者では、咀

そ
嚼
しゃく
能力の低

下に伴う摂食量の低下が懸念。

地域高齢者等の「食」をサポート
する体制整備事業

○○ 新潟県長
なが

岡
おか

地域振興局健康福祉環境部は、厚生労働省が策定した「地
域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理に関するガイドラ
イン」を踏まえ、地域高齢者等への栄養・食生活支援を実施。

○○ 管内へ宅配可能な民間配食サービスとスーパーマーケット等による宅
配サービスの情報を集約した「長

なが
岡
おか

地域配食サービス等情報一覧表 」
を2018年3月に作成し、地域高齢者等を支援する多職種の関係者に情
報提供。

○○ 地域高齢者等の栄養・食生活の課題の共有と今後の取組を検討すると
ともに、関係者間の連携体制を強化することを目的に、地域高齢者等の

「食」をサポートする体制整備検討会を開催。

事 例

配食サービス等情報一覧表の表紙

低栄養傾向の者（BMI≦20kg/m2）の割合（65歳以上、性・
年齢階級別）

12.5 11.6 13.6
17.3 19.6 19.5 19.8 20.8

0

10

20

30

40

50

総数 65～74歳 75歳以上 （再掲）
80歳以上

総数 65～74歳 75歳以上 （再掲）
80歳以上

女性

（％）

男性

資料：厚生労働省「平成29年国民健康・栄養調査」

「何でもかんで食べることができる」者と歯の保有状況 
（20歳以上、年齢階級別）

97.697.6 97.897.8 94.094.0 86.786.7 76.276.2 68.968.9 55.155.1 66.966.9 72.172.1 60.760.7

100.0 99.2 96.1 90.0

70.7

50.650.6

29.329.3

0

20

40

60

80

100

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上 （再掲）
65歳以上

（再掲）
65～74歳

（再掲）
75歳以上

「何でもかんで食べることができる」者の割合
20歯以上歯を有する者の割合

（％）

資料：厚生労働省「平成29年国民健康・栄養調査」
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第2部　食育推進施策の具体的取組
第1章　家庭における食育の推進
（子供の基本的な生活習慣の形成）

○○ 朝食を毎日食べる小学生の割合は84.8％、
中学生の割合は79.7％。

○○ 文部科学省では、独立行政法人国立青少年教
育振興機構と連携協力し、中学生の基本的な生
活習慣の実態把握を行い、課題を明確化し、創
意工夫した取組を行う「早寝早起き朝ごはん」
推進校事業を全国13か所で実施。

（妊産婦や子育て世代等に対する食育の推進）

○○ 厚生労働省では、母子保健における課題解決に向けた「健やか親子21（第
2次）」の推進の一環として、「妊産婦の食育」を普及啓発の重点テーマに位置
付け、情報の充実や調査事業等を実施。

○○ 内閣府では、2017年度から、子育て世代の男性の料理への参画促進を目的
とした「“おとう飯

はん
”始めよう」キャンペーンを実施。

朝食を毎日食べる小・中学生の割合
0 20 40 60 80 100

中学校３年生

小学校６年生

している どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

（％）

79.7

84.8

12.2

9.7

5.4

4.1

2.6

1.4

朝食を毎日食べている

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」（2018年度）
　注：�（質問）あなたは、次のようなことをしていますか。当てはまるものを1つず

つ選んでください。「朝食を毎日食べている」
　　　�（選択肢）「している」、「どちらかといえば、している」、「あまりしていない」、

「全くしていない」

朝食でつくる！元気UP習慣（「早寝早起き朝ごはん」推進校事業）

○○ 千葉県富
ふっ
津
つ
市
し
立佐

さ
貫
ぬき
中学校では、生徒の生活習慣づくりのため、栄養教諭に

よる「朝食の大切さ」などの公開授業、「生活習慣チェック」等を実施。

○○ 「朝食でつくる！元気UP強化月間」を設定し、生徒会が主体となり、劇等を
通じて生活習慣の改善を呼び掛け。

事 例

生活習慣チェックに取り組む�
生徒の様子

少年院における食育の取組

○○ 2013年に全国の少年院で実施した調査による
と、入院前に朝食を「ほとんど食べなかった」と
答えた者が4割を超え、食生活の乱れは深刻。

○○ 少年院では規則正しい生活と栄養バランスや季
節性にも配慮した食事の提供により、出院後の安
定した生活につながる習慣付け。

○○ 食育講座や収穫感謝祭などの行事も実施。

コラム

「妊産婦の食育」ポスター

朝食・夕食を食べる頻度（1週間当たり）

73.4

29.8

13.0

12.7

8.7

15.1

4.9

42.4

0 20 40 60 80 100

夕食

朝食

ほとんど毎日食べていた 1週間に 4～ 5日食べていた
1週間に 2～ 3日食べていた ほとんど食べなかった

（％）

資料：法務省「食に関するアンケート調査」（2013年）
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第2章　学校、保育所等における食育の推進

第2章　学校、保育所等における食育の推進
（学校における食育の推進）

○○ 公立小・中学校等の栄養教諭配置数は、全国
で6,324人（2018年5月1日現在）。
栄養教諭の更なる配置の促進を図ることが必
要。

○○ 学習指導要領の改訂等を踏まえ、2018年度
には、食に関する指導を行うための教職員向け
の指導書「食に関する指導の手引」を改訂。

○○ 学校を核とした家庭を巻き込んだ取組によ
り、子供の食に関する自己管理能力の育成を目
指す「つながる食育推進事業」を実施。2018
年度は全国で7事業（モデル校13校）で取組
を実施。

○○ 学校給食は、全小学校数の99.1％、全中学
校数の89.9％で実施（2018年5月現在）。

○○ 学校給食における2017年度の国産食材の使
用割合は76.7％、地場産物の使用割合は
26.4%（全国平均、食材数ベース）。

○○ 学校給食において地場産物が一層活用される
よう、食品の生産・加工・流通等における新たな手法等の開発と全国的な普及を図るため、「社会的課題
に対応するための学校給食の活用事業」を実施。

公立小・中学校等栄養教諭の配置状況

34 359

986

1,897

2,663

3,379 3,853

4,262
4,624

5,023
5,356

5,765
6,092 

6,324

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

（人）

（年度）

資料：�文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課調べ（2015年度まで、各年度4
月1日現在）

　　　文部科学省「学校基本調査」（2016年度以降、各年度5月1日現在）
　注：�公立小・中学校等とは、小学校・中学校・義務教育学校・中等教育学校・特別

支援学校を指す。

学校給食における地場産物等の使用割合

76.8

77.1

77.3

77.7

75.2

76.7

70
72
74
76
78
80
（％）

21.221.2

23.723.7

22.422.4

23.323.3 23.423.4

26.126.1
25.025.0 25.725.7 25.125.1 25.825.8

26.926.9 26.926.9
25.825.8 26.426.4

20
22
24
26
28
30

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017（年度）

国産食材

地場産物

資料：文部科学省「学校給食栄養報告」
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（就学前の子供に対する食育の推進）

○○ 保育所では「保育所保育指針」、幼稚園では「幼稚園教育要領」、認定こども園では「幼保連携型認定こ
ども園教育・保育要領」に基づき、保育・教育活動の一環として、計画的に食育の取組を実施。

地域の関係者をつなぎ学校給食で地産地消を推進 
（社会的課題に対応するための学校給食の活用事業）

○○ 愛媛県教育委員会では、学校給食を活用した「地産地消の推進」と
「伝統的食文化の継承」に取り組むため、関係者を集め、意見交換を実施。

○○ 各市町の学校給食施設、生産者団体、行政等が連携し、近隣市町の地
場産物を相互に学校給食に活用するための流通ルートや人的つながりを
形成するとともに、学校給食で使いやすい地場産物の加工品を開発。

○○ こうした取組を行った東
とう
予
よ
地域5市町の全てで学校給食における地場

産物の活用率が増加。

事 例

学校給食における地場産物の活用について

○○ 静岡県袋
ふくろ
井
い
市
し
では、2013年の中部学校給食センターの新

設を契機に、地場産物の利用促進を本格化。

○○ 学校給食センターは地場産物の種類や生産量等を、生産者
は給食で使う地場産物の規格・数量を把握していないという
課題を解決するため、年間で使用する野菜の品目や使用量の
整理や小規模農家への働き掛けを実施。2017年度には「地産
地消コーディネーター」の派遣も。

○○ その結果、地場産物の使用日数や使用金額が大幅に増加。
農家の所得向上にも貢献。

事 例

自然に触れ、多くの気付きや感動を生む食育への取組

○○ 福島県鏡
かがみ
石
いし
町
ちょう
立 鏡

かがみ
石
いし
幼稚園では、鏡

かがみ
石
いし
町
まち
が実施する「かがみいし

田んぼアート」と同じ苗で、幼児たちが様々な色をした田んぼアート米
を栽培。一部は給食でも出し、お米への関心が向上。

○○ 野菜などのいろいろな作物も栽培。収穫したトマトを使ったパンケー
キづくりを保護者と一緒に体験したり、園庭にある柿の木から収穫した
柿で干し柿づくりにも挑戦。

事 例

郷土料理の親子料理教室

パンケーキづくりの様子

地場産物の使用金額

350万円

2,365万円

4,025万円4,025万円

5,061万円5,061万円

2012
年度

2017
年度

0 20 40 60 80 100（％）

地場産 その他
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第3章　地域における食育の推進

第3章　地域における食育の推進
○○ 「食生活指針」を具体的な行動に結び付けるものとして策定し
た「食事バランスガイド」について、健康づくりに関する事業や
地域における食育に関するイベント等で普及・活用。

○○ 厚生労働省では、糖尿病予防に取り組もうとする人たちを支援
するための環境を整備するため、「糖尿病予防戦略事業」を実施。
広
ひろ
島
しま
市
し
では、飲食店や社員食堂で、健康に配慮した栄養バラン

スの取れた定食「元気じゃけん定食」を提供する店舗・企業等を
認証する取組等を実施。

○○ 農林水産省では、子供食堂と連携した地域における食育が推進
されるよう、ホームページにおいて関連情報を紹介。

○○ 厚生労働省では、子供食堂に対する食品安全管理などの留意事
項等の周知と行政・地域住民・福祉関係者・教育関係者等に対す
る子供食堂の活動への協力を呼び掛ける通知を発出。

元気じゃけんひろしま21�
協賛店・団体認定ステッカー

1 調理施設は清掃や整理整頓を行いましたか？

2 トイレは清掃、消毒を行いましたか？

3
調理担当者は、下痢・嘔吐の症状があるなど体調不良ではありませんか？また、手指の傷などは
ありませんか？

4 エプロンや三角巾、必要に応じてマスクなど、清潔な作業着を身につけましたか？

5
手洗い、消毒を行いましたか？また、子どもが調理に参加する場合は、手洗い、消毒を徹底させ
ましたか？

6 原材料は、仕入れ時に鮮度、賞味期限等を確認し、１回で使い切れる量を仕入れましたか？

7 献立や食材の仕入れ先・仕入れ時間の記録（レシートなど）は保管しましたか？

8
仕入れた食品は冷蔵庫や冷凍庫で保管していますか（冷えていないなどの温度の異常はありませ
んか）？また、生肉や鮮魚介類などの食品は他の食品を汚染しないよう、冷蔵庫の最下段に区別
して保管しましたか？

9
お年寄り、幼児、妊婦などの抵抗力が弱い方が食べる場合、メニューに生ものは入っていません
か？

10 魚介類、野菜・果物は流水で良く洗いましたか？

11
別の原材料を調理する場合などは、手洗い、消毒を行いましたか？また、手洗いの際、調理器具
についても、洗浄剤で洗浄してから使いましたか？

12 食品（特に肉類）は、中心部までよく加熱（中心温度75℃で1分間以上）しましたか？

13
生の食材を扱う調理器具と加熱済みの食品に使用する調理器具は専用のものを使いましたか？専
用のものがない場合は、よく洗浄剤で洗浄してから、使いましたか？

14 調理後は、時間を置かずに提供しましたか？

調理前に行うこと

調理中に行うこと

調理が終わった後に確認すること

衛生管理のチェックリスト

項目

目立つところに貼って、確認しましょう！！

（別紙1）

通知に添付した子供食堂における衛生管理のポ
イントにおけるチェックリスト（厚生労働省）

県が主体となって子供食堂の取組を支援

○○ 高知県では、食事の提供を通じて、様々な機能が期待される子供食堂
が県内に広がるよう、「高

こう
知
ち
家
け
子ども食堂」という登録制度を設け、情

報発信や財政的な支援等を実施。

○○ 2018年には、地元のスーパーマーケットと包括協定を結び、食材を
子供食堂に提供する仕組みを構築。

○○ 登録されている高知市の「えいや家
か
」では、様々な体験を通して「自

立した」大人へと成長できる場となることを目指し、毎週水曜日に、子
供食堂を開催。子供たちは、夕食の準備や後片付けも一緒に。

○○ 県の支援により、安定的に開催でき、提供する食事や取組も充実。

事 例

高
こう
知
ち
家
け
のロゴマーク

食事の準備のお手伝い（えいや家
か
）
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○○ 厚生労働省では、地域高齢者等の健康支援を推進するた
め、2017年3月に配食事業者向けガイドラインを公表。
2018年度は、事業者及び地方公共団体において、ガイド
ラインを踏まえて取り組んでいる先行事例を収集し、参考
事例集を作成。

○○ 栃木県において「第39回全国歯科保健大会」を開催す
るなど、歯科口腔保健における食育を推進。また、「8020
運動・口腔保健推進事業」を通じて都道府県の取組を支
援。

○○ 農林水産省では、「日本型食生活」の実践等を促進する
ため、地域の実情に応じた食育活動を支援。

厚生労働省が出展した咀嚼力判定ガムの体験ブース
（第11回東京都食育フェア）

ごはんをベースに中食を組み合わせた日本型食生活の例

「バランスの良い食生活の実践」若い世代をターゲットに!!

○○ 和歌山県では、「食べて元気、わかやま食育推進プラン（和歌
山県食育推進計画）」を策定し、県民運動として食育を推進。

○○ 若い世代では、栄養バランスに配慮した食生活を送っている人
が少ないという現状を踏まえ、県内の大学において、日本型食生
活を中心とする栄養バランスに配慮した食生活の定着を図るため
の「和歌山版食事バランスガイド普及・啓発講座」を開催。

○○ また、小学生が食事バランスガイドを楽しく学び、活用し続け
ることができるよう、表面に食育キャラクター、裏面に和歌山県
の郷土料理を使った「～紀州わかやま～食事バランスガイド」の
活用方法を掲載した食育啓発教材（ファイル）を作成し、県内全
小学校に配布。

事 例

食育啓発教材（ファイル）
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第3章　地域における食育の推進

○○ 食品関連事業者等は、CSR（企業
の社会的責任）活動の一環としてな
ど、食育に取り組む。工場・店舗の見
学、製造・調理体験、農林漁業体験、
店舗での食生活に関する情報提供、食
育体験教室の開催、出前授業等、幅広
く実施。

○○ 厚生労働省では、企業・民間団体・
地方公共団体と協力・連携し、「ス
マート・ライフ・プロジェクト」を推
進。毎年9月の食生活改善普及運動で
は、野菜摂取量を350g以上にするこ
とを目標とした「毎日プラス1皿の野
菜」のほか、「おいしく減塩1日マイ
ナス2g」、「毎日のくらしにwithミ
ルク」に焦点を当て、全国的な運動を
実施。

○○ 農林水産省では、生産者団体と協力
し「毎日くだもの200グラム運動」
による家庭や学校給食等における果物の摂取を促進。

○○ 食生活改善推進員等の食育ボランティアが地域に根ざした食育活動を実施。

食生活改善普及運動
「プラス1皿マーク」

スマート・ライフ・プロジェクト
ロゴマーク

食生活改善普及運動
「withミルクマーク」

食生活改善普及運動
「マイナス2gマーク」

「毎日くだもの200グラム運動」
ロゴマーク

魚を通した食育プラス楽しく減塩

○○ 茨城県のひたちなか市食生活改善推進員連絡協議会は、小学生
とその保護者が参加する食育教室を開催。1人1尾のイワシを手
開きし、全員が料理の楽しさや食べ物の大切さを体験。魚クイズ、
減塩クイズ等も実施。

○○ 若い世代への簡単な魚料理の普及を目的として、「すぐ作りた
くなる海の恵み・魚（とと）料理」をテーマに、会員による料理
コンクールを実施。受賞したレシピはレシピ集としてホームペー
ジに掲載。

事 例

イワシ手開き体験
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第4章　食育推進運動の展開
○○ 毎年6月の食育月間における全国規模の中核
的行事として、2018年6月に「第13回食育
推進全国大会inおおいた」を開催。2019年度
は山梨県で開催予定。

○○ 「第2回食育活動表彰」を実施。その他にも
関連する各種の表彰を実施。

○○ 都道府県の食育推進計画の作成割合は100％。
市町村の食育推進計画の作成割合は、普及啓発
等により着実に増加し、8割を超えた。

○○ 農林水産省では、2018年9月に市町村食育
推進計画の作成・見直しに当たっての留意事項
等を取りまとめ、改めて都道府県に市町村食育
推進計画の作成・見直しの支援を依頼。

都道府県及び市町村の食育推進計画の作成割合の推移

84.885.1

100 100

4.1 25.5

37.3

39.5

58.2
65.3

71.5
76.0

76.7

78.1

79.3

0

20

40

60

80

100

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 20182007
（年度）

市町村

都道府県

（％）

資料：農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課（2015年度までは内閣府）調べ

都道府県管内市町村の作成割合に該当する都道府県数

作成割合 該当都道府県数
100％ 19

75～100％未満 18
50～75％未満 8
50％未満 2

資料：農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課調べ（2019年3月末現在）
　注：1）作成割合とは、都道府県内の全市町村数に対する計画作成済市町村の割合
　　　2）作成済みの市町村数は1,476

「第13回食育推進全国大会inおおいた」を通じた食育の普及啓発

○○ 「みんなでかたろう食育のすすめ～うまい！楽しい！元気な大分～」
をテーマに、111団体による展示ブース、仔牛や魚とのふれあい体験、
郷土料理の料理教室等を提供。

○○ 共食の楽しさ、大切さに改めて気付くきっかけづくりとして「ロング
テーブル」を開催。「だんご汁」、「やせうま」等の郷土料理を楽しく共
食。

コラム

「ロングテーブル」で共食

町の特産品「もち麦」をいかした食育推進

○○ 兵庫県の福
ふく
崎
さき
町
ちょう
は、第2次食育推進計画・健康増進計画に基づき食育

を推進。

○○ 町民が食育推進計画を身近に感じられるよう、町の特産品である「も
ちむぎ」の4文字を頭文字にした食育スローガン等を作成。

○○ また、食物繊維を多く含み、栄養豊富な特産のもち麦を町の食農教育
や食文化継承の重要な食材として位置付け、学校給食でも提供。

事 例

福
ふく
崎
さき
町
ちょう
食育指針
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第5章　生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等 

第5章　�生産者と消費者との交流の促進、�
環境と調和のとれた農林漁業の活性化等

（農林漁業体験等の推進）

○○ 農林水産省では、教育ファーム等農林漁業体験活動への支援等
を実施。

○○ 日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交
流を楽しむ滞在である「農泊」を推進するための情報提供や受入
体制の整備等を実施。

○○ 子供の農山漁村での宿泊による農林漁業体験や自然体験活動等
を行う「子ども農山漁村交流プロジェクト」を推進。

（地産地消の推進）

○○ 地産地消の促進のため、農産物加工施設及び直売施設の整備に
対する支援、「地産地消コーディネーター」の育成や派遣、「地産地消等優良活動表彰」等を実施。

農泊ポータルサイト

6月6日梅の日イベントの様子
平成30年度　地産地消等優良活動表彰（文部科

学大臣賞・和歌山県立神島高等学校）

カレーライス畑 
～お米から野菜、全ての食材を子供たち自身で育て、収穫、調理、そして皆で食べる～

○○ 北海道の株式会社ふるさとファームは、小学生を対象とし、年間を通
して自然の厳しさや食の大切さを学ぶための農業体験プログラムを提
供。

○○ 5月から10月の間、お米やカレーライスの具材となる野菜を育て、
収穫や精米まで行う。シーズン最後には、皆でカレーライスを作り、一
緒に食べる収穫祭を開催。

事 例

生産する人と食べる人との心を寄せ合う関係づくり

○○ 千葉県のさんぶ野菜ネットワークは、消費者との交流を大切にし、そ
の一環として親子を対象とした有機農業体験プログラム「野菜の学校」
を提供。時期に応じて種まき、除草、収穫、試食を体験。

○○ 収穫の際には、二股大根など面白い形の野菜を見て、大笑いすること
もあり、畑での様々な経験は、子供たちが野菜への興味を持つきっかけ
に。

事 例

玉ねぎの植付け

自分で育てた野菜はおいしい！



18

（食品ロスの削減）

○○ 我が国の食料自給率は38％（カロリーベー
ス）である一方、食品ロスが643万トン発生。

○○ 2015年に国連サミットで採択された「持続
可能な開発のための2030アジェンダ」では、
持続可能な開発目標（SDGs）において、小
売・消費レベルにおける世界全体の1人当たり
の食料廃棄の半減等のターゲットを設定。

○○ 2018年6月に閣議決定された「第四次循環型社
会形成推進基本計画」では、家庭から発生する食品
ロスを2030年度までに2000年度比で半減させる
目標を設定。事業者から発生する食品ロスの目標に
ついては、現在行われている「食品リサイクル法」
の基本方針見直しにおいて検討中。

○○ 農林水産省では、食品ロス削減への消費者理解を
促進するため、小売事業者等が利用可能なポスター
等を作成し、全国の協力店舗等で啓発活動を実施。

○○ 環境省では、日々の生活から発生している食品ロ
スの量を日記形式で記録するための「7日でチャレ
ンジ！食品ロスダイアリー」と、食品小売店で陳列
順に購入することを消費者に促す際に活用可能な啓
発キャラクター「すぐたべくん」を公表。

食べきりを推奨しているお店を「食べきり協力店」に認定

○○ 神奈川県横
よこ
浜
はま
市
し
では、食べ残しを減らす取組に賛同する飲食店等を

「食べきり協力店」として登録。2018年には800店舗超。

○○ 協力店は、「小盛メニュー等の導入」、「持ち帰り希望者への対応」等
を実践。生ごみの発生抑制に努めるとともに、交付されたステッカー等
を店頭等に掲示し、食べきりの推進に向けた消費者意識を啓発。

事 例

「ヨコハマ3
ス リ ム
R夢！」マスコット　イーオ

我が国の食料自給率の推移

73

総合食料自給率
（生産額ベース）

86

総合食料自給率
（カロリーベース）
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66

38

（年度）

資料：農林水産省「食料需給表」

小売店における消費者向けポスター等の掲示

7日 チチチチャャャャレレレレンンンンジジジジ！！！！

ダイアリーダイアリーダイアリーダイアリー

で

アイデアの応募方法はこちら
お う ぼ

食品ロス食品ロス食品ロス食品ロスロスロス

1 知ろう！食品ロスのこと
2 見つけよう！あなたの家の食品ロス
3 チャレンジ！７日間ではどうなるかな？
4 考えてみよう！

・・・・・・・・・・・・・・・・・2

・・・・・4

・・・7

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15

食品ロスって何だろう？
いっしょに考えてみよう！

お家の方へ

この「食品ロスダイアリー」は、子どもたちが身の回りで発生する食品ロスに気

づき、食品ロスを減らすためにできることを考える機会を提供することを目的と

しています。お子様の取り組みにご協力いただくとともに、食品ロス問題に関す

るお子様の疑問や発見について、お家の方もぜひご一緒にお考えいただければ

幸いです。

すぐたべくん

7日でチャレンジ！
食品ロスダイアリー

「すぐたべくん」
ポスター
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第6章　食文化の継承のための活動

第6章　食文化の継承のための活動
○○ 農林水産省では、和食文化をテーマに、栄養士や保育士
等向けの研修会、妊娠中の方や子育て中の親、親子向けの
ワークショップ、若者世代向けの講座等を実施。

○○ 小学生を対象として、和食や郷土料理に関するお絵かき
や和食文化の知識と技を競うイベント「第3回全国子ども
和食王選手権」を開催。

○○ 地方公共団体、農林漁業者、食品関連事業者等が連携し、
郷土料理や伝統野菜を始めとする伝統的食材等の魅力の再
発見につながる取組を、継続して実施できるよう支援。

「第3回全国子ども和食王選手権」
（和食お絵かき部門）総合金賞受賞作品

「Letʼs！和ごはんプロジェクト」～身近・手軽に健康的な和ごはんを～

○○ 農林水産省では、和食文化のユネスコ無形文化遺産登録5周年
を契機として、官民協働の「Let’s！和ごはんプロジェクト」を
立ち上げ。

○○ 和食につながりを持つ関係者が官民協働で、子供たちや忙しい
子育て世代に、「和ごはん」を食べる機会を増やしてもらうため
の活動を推進。

○○ 食品製造業者や流通業者は「和ごはん」の調理が簡単にできる
商品やレシピの開発・販売、中食業者は和の惣菜や弁当の開発・
販売、外食業者はレストランでの子供向け和ごはんメニューの展
開等を実施。

事 例

「Let's！和ごはんプロジェクト」のロゴマーク

プロジェクトメンバーの活動事例�
（和ごはん商品販売ブースの設置）
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○○ 農林水産省では、「明治150年」関連施策として、「第
13回食育推進全国大会inおおいた」、「消費者の部屋」、
「平成30年度（第57回）農林水産祭「実りのフェスティ
バル」」等において、明治期以降の食生活等に関連する情
報を発信。

シンポジウム「私たちの食卓に生きる明治150年史」�
（第13回食育推進全国大会inおおいた）

和食文化の大切さを伝える食育活動と「五
ご

節
せっ

供
く

プロジェクト」

○○ 一般社団法人和食文化国民会議は、2015年から、11月24日の
「和食の日」を中心に、全国の小・中学校、保育所等を対象として、
和食給食を推進する取組「だしで味わう和食の日」を実施。

○○ 上記の取組に加えて、2018年度から、年間を通じて和食文化
の大切さを訴求する「五

ご
節
せっ
供
く
プロジェクト」を新たに開始。

○○ 節供と結び付いた和食文化を取り上げ、五
ご
節
せっ
供
く
の習慣を、家庭

の食卓を始めとして、外食・中食、学校給食等に再度定着させる
取組。

○○ 2018年度は、特に七
しち
夕
せき
、重
ちょう
陽
よう
の節供について、その謂

いわ
れや和

食文化との関連性について講演し、それぞれにちなんだ和食や創
作メニューを提案。
毎年開催している「1204和食セッション」では、人

じん
日
じつ
、上
じょう
巳
し

の節供に関する講演、郷土料理の紹介や日本酒、和菓子の提案も
実施。

※�五
ご
節
せっ
供
く
…人
じん
日
じつ
（1月7日）、上

じょう
巳
し
（3月3日）、端

たん
午
ご
（5月5日）、七

しち
夕
せき
（7

月7日）、重
ちょう
陽
よう
（9月9日）

○�節供は、節日に旬の食材でご馳走を作り、神さまにお供えした上で皆で分
け合っていただくことで、家族や友人の無病息災を願うことから、「節句」
でなく、本来の意味を伝える「節供」で表現

事 例

五
ご
節
せっ
供
く
プロジェクトのロゴマーク

人
じん
日
じつ
の節供提案和菓子
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第7章　食品の安全性・栄養等に関する情報提供の推進

第7章　食品の安全性・栄養等に関する情報提供の推進
○ 食品の安全性等に関するリスクコミュニケーション
の取組の一つとして、消費者庁、食品安全委員会、厚
生労働省及び農林水産省等が連携して、意見交換会を
開催。

○ 消費者庁では、消費者が自らの判断で消費行動がで
きるよう、関係府省庁と連携し、食品の安全に関する
正確な情報を提供。

○ 2018年10月に、食物アレルギー等のアレルギー疾患に関する情報提供の充実のため、厚生労働省の
補助事業として一般社団法人日本アレルギー学会がホームページを開設。

「アレルギーポータル」サイト

栄養成分表示は健康づくりに役立つ重要な情報源

○ 消費者庁では、食品表示法の施行に伴い、新たに義務化
された栄養成分表示について、理解促進を図るため、消費
者、事業者双方への普及啓発を実施。

○ 事業者に向けては、2019年度末で食品表示法施行前の
栄養表示基準による表示が認められる経過措置が終了する
ため、義務化周知のリーフレットを作成するとともに、全
国各地で栄養成分表示制度を説明。

○ 消費者に向けては、健康づくりに役立ててもらうための
啓発資料「栄養成分表示を活用しよう①～⑤」を作成。研
修会等で地域や学習者の特性に合わせて活用してもらえる
ようスライド集も作成。

○ 引き続き、栄養成分表示を活用した消費者教育により、
表示への関心を高める環境づくりと健康に役立つ情報源と
しての活用促進を図る。

コラム

消費者向けの啓発資料の例�
-栄養成分表示を活用しよう①-
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第8章　調査、研究その他の施策の推進
○○ 文部科学省では、「日本食品標準成分表2015年版（七訂）」に
ついて、「追補2018年」として、118食品（うち59食品は新規）
の成分値を追加・改訂。

○○ 厚生労働省では、国民の身体の状況、栄養摂取量及び生活習慣
の状況を明らかにするため、「国民健康・栄養調査」を実施。
2018年の重点項目は所得等社会経済的状況。

○○ 2018年12月、SDGs推進本部は「SDGsアクションプラン
2019」を決定。SDGs実施指針の優先課題「あらゆる人々の活
躍の推進」の中に「食育の推進」を位置付け。

日本食品標準成分表ポスター

ジャポニスム2018を通じた日本食・食文化の海外への発信

○○ 日仏友好160年に当たる2018年に、両国政府間の合意に基づいて、
フランスで開催された日本文化紹介事業「ジャポニスム2018：響きあ
う魂」において、独立行政法人国際交流基金は、「日本の食と文化を学
ぶ/考える/楽しむ」の3シリーズの事業を公式企画として展開。

○○ 「学ぶ」シリーズでは、シェフを志す学生から一般の方まで幅広い層
を対象に、日本の食文化を分かりやすく伝えるワークショップを開催。

○○ 「考える」シリーズの「日本へのクリエイティブな旅展」では、福島
県、埼玉県、沖縄県、関西地方などに伝わる郷土料理等の展示と試食・
試飲等を実施。

○○ 「楽しむ」シリーズでは、パリ市内のほか、計15のカフェで日本茶カ
クテルやスイーツを提供する特別月間を設け、フランスの日常生活の中
で日本茶を楽しむ可能性を紹介。

事 例

ジャポニスム2018のロゴマーク

お好み焼き作りを楽しむ子供たち�
（「学ぶ」シリーズ）
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第3部　食育推進施策の目標と現状に関する評価
○ 目標値と現状値を比較すると、「地域等で共食したいと思う人が共食する割合」、「中学校における学校
給食実施率」、「食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業の登録数」、「地域や家庭で受け継がれてき
た伝統的な料理や作法等を継承している若い世代の割合」、「食品の安全性について基礎的な知識を持ち、
自ら判断する若い世代の割合」は既に目標を達成。
○○ 「推進計画を作成・実施している市町村の割合」は着実に増加。一方で、「朝食を欠食する子供の割合」
のように課題が残るものもある。

第3次基本計画
作成時の値
（2015年度）

現状値
（2018年度）

目標値
（2020年度）

① 食育に関心を持っている国民の割合 75.0% 76.0% 90％以上

② 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数 週9.7回 週10.0回 週11回以上

③ 地域等で共食したいと思う人が共食する割合 64.6% 77.6% 70％以上

④ 朝食を欠食する子供の割合 4.4% 5.5% 0%

⑤ 朝食を欠食する若い世代の割合 24.7% 26.9% 15％以下

⑥ 中学校における学校給食実施率 87.5%
（2014年度） 93.2% 90％以上

⑦ 学校給食における地場産物を使用する割合 26.9%
（2014年度）

26.4%
（2017年度） 30％以上

⑧ 学校給食における国産食材を使用する割合 77.3%
（2014年度）

76.7%
（2017年度） 80％以上

⑨ 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上
ほぼ毎日食べている国民の割合 57.7% 58.6% 70％以上

⑩ 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上
ほぼ毎日食べている若い世代の割合 43.2% 39.7% 55％以上

⑪ 生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の
維持や減塩等に気をつけた食生活を実践する国民の割合 69.4% 67.7% 75％以上

⑫ 食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業の登録数 67社
（2014年度）

103社
（2016年度） 100社以上

⑬ ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合 49.2% 50.2% 55％以上

⑭ �食育の推進に関わるボランティア団体等において活動している
国民の数

34.4万人
（2014年度）

35.6万人
（2017年度） 37万人以上

⑮ 農林漁業体験を経験した国民（世帯）の割合 36.2% 37.3% 40％以上

⑯ 食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合 67.4%
（2014年度） 71.0% 80％以上

⑰ �地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、
伝えている国民の割合 41.6% 49.6% 50％以上

⑱ �地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承して
いる若い世代の割合 49.3% 66.3% 60％以上

⑲ �食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する国民の
割合 72.0% 77.0% 80％以上

⑳ �食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する若い世
代の割合 56.8% 67.3% 65％以上

㉑　推進計画を作成・実施している市町村の割合 76.7% 84.8% 100%

資料：①、②、③、⑤、⑨、⑩、⑪、⑬、⑰、⑱、⑲、⑳…「食育に関する意識調査」
④…「全国学力・学習状況調査」
⑥…「学校給食実施状況等調査」
⑦、⑧…「学校給食栄養報告」
⑫…「スマート・ライフ・プロジェクト登録企業数」
⑭…内閣府食育推進室調べ（2014年度）、農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課調べ（2017年度）
⑮…「食生活及び農林漁業体験に関する調査」
⑯…「消費者意識基本調査」（2014年度）、「消費者の意識に関する調査結果報告書－食品ロスの認知度と取組状況等に関する調査－」（2018年度）
㉑…内閣府食育推進室調べ（2015年度）、農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課調べ（2018年度）

　注：塗りつぶしている目標は、達成済みのもの


